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【ターゲット層】


先進的農家


専業農家





２－１．多様な担い手の育成・確保【ひと】





（１）主力となる農業者の育成・確保





























販売金額が500万円以上の農業者数は全農業者数の３％程度であるが、これら農業者


は府内農産物販売額の約70％(推定)を生産しており、新鮮で良質な府内産農産物を安定的に供給するには、他産業並みの年間所得を確保できるこれら主力となる農業者の確保が重要である。そのため、これら農業者が有する個別課題を把握し、経営改善に向けた支援等を実施する。





１．農業者の経営改善に向けた支援


○農産物の安定生産、品質向上、省力化に向けた技術の開発指導・情報提供


　○農地の円滑な貸借・農作業受委託の促進による生産規模拡大を支援


　○農産加工品の高品質化等、農産加工に関する技術指導


○民間との協同・連携による６次産業化に向けた指導


○「大阪エコ農業推進基本方針」に基づく環境保全型農業技術の指導


○法人化に向けた指導助言





２．ＪＡ等との連携した産地振興


○主要産地での特産品の安定生産や担い手の育成に向け、


生産や集出荷体制の強化など、ＪＡと連携した産地振興策を推進


　　○ＪＡ等による販路の拡大に向けた取り組みを支援


　　○ＪＡの営農・経済事業の充実に向けた指導





　３．若手農業者の育成・確保


○農業経営に必要な基礎知識の指導及び円滑な就農に向けた支援


○青年農業者クラブ（4Hクラブ）活動を核とした実践的な生産及び経営技術の指導





【目標】 ■販売金額500万円以上の農業者数　850経営体（H22：854経営体）





　大阪産（もん）の供給量を維持するため、農業経営体質の強化等により主力農業者の減少を食い止めるとともに、新規参入者の参入を促進すること等により、現状と同程度の人数の確保を目指す





6次産業化に向けた技術指導





特産品水なす












































「担い手アンケート」では、主力となる農業者の約２割が、後継者の不在を理由に農業経営の縮小を考えている。このようなことから、企業や農外からの就農希望者など農業経営を目指す者に対し、貸し付け可能な農地の確保を始めとする支援を行い、新規参入を促進する。





１．企業及び新規就農者の参入促進


農業参入により地域農業の活性化を図るため、企業等が円滑に参入できるよう、課題


となる農地の確保、地域との調和など、各種情報提供等を行う。


○企業参入の促進


・企業へ貸し付ける農地の確保


・農地利用権の設定に向けた支援


・新規参入企業へのキャラバン活動等


・関係団体と連携した各種情報提供等


○新規就農の促進


・新規就農者へ貸し付ける農地の確保


・農地利用権の設定に向けた支援


・地域農業者と協働した参入希望者に対する農業経営技術指導


・関係団体と連携した各種情報提供等





２．都市農業参入サポート窓口の運営


新規参入希望者へ的確な情報を提供し、一元的なコンサルティングを行う総合相談窓口として大阪府農政室内に設置した「都市農業参入サポート窓口」において、以下の項目に関する助言・指導を行う。


○農業に参入する手法や関係法令等の手続き等、農業参入時に必要となる事項に


関すること


○営農計画や地域との調和に関すること


○農業技術の研修先の紹介に関すること


○農業生産法人等への就業先の斡旋に関すること　など





【ターゲット層】


先進的農家


専業農家





（２）企業及び新規就農者の参入促進





【目標】 ■新規参入者数／10年間（H23～H32）の目標


　企業30社、新規就農100名（H13～H22：企業11社、新規就農32名）





○目標策定時（H22時点）の考え方


・過去5年間（H17～H21）の実績


　企業：1.4社/年　　　→２倍増　３社/年　　→　10年間で30社


新規就農：2.2名/年　→４倍増　10名/年  →　10年間で100名


○担い手アンケート結果


・主力となる農業者の経営縮小意向：約2割  →　約170名減少


　　→ 新規就農者100名 ＋ 残りの70名の生産を企業30社で担う





企業参入（軟弱野菜の栽培）
































大阪府では、販売金額が50万円未満の農業者が約85％を占める。これら農業者は農産物直売所を通じて府民へ食を供給する、地産地消に大きな役割を担っている。このことから、小規模であっても地産地消に取り組む意欲のある農業者等を「大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例」に基づき大阪版認定農業者として認定し、各農業者が作成した農業経営計画※の実現に向けた支援を実施することにより、多様な担い手の育成・確保を図る。





１．農業経営計画※の実現に向けた技術等支援


　  ○新規作物の導入等、地域の特色を活かした栽培・加工技術指導の実施


○「大阪エコ農業推進基本方針」に基づく環境保全型農業技術の指導


　　○出荷販売方法の改善に向けた情報提供


　　○メールサービスによるタイムリーな情報提供











※農業経営計画：「大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例」に基づき、５年後に� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E5%AE%9F%E7%8F%BE" �実現�を目指す農業経営の� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E6%94%B9%E5%96%84" �改善�に関する� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E7%9B%AE%E6%A8%99" �目標�及び目標を達成する


ためにとるべき� HYPERLINK "http://kotobank.jp/word/%E6%8E%AA%E7%BD%AE" �措置�を記載した計画。知事が計画を認定し、計画の実現


に向けた農業者の取組を、関係機関が連携して支援する。





２．大阪版認定農業者の設備投資等への支援


　○共同利用の農業用機械や直売関連施設及び器具等の整備などを支援


　　○防護柵の設置や鳥獣を寄せ付けない営農環境づくりなど


‘鳥獣に強い’集落づくりを支援





【ターゲット層】


専業農家


兼業農家





（３）地産地消を担う大阪版認定農業者の支援





【目標】　■直売所での販売金額　70億円（H22：51億円）


　





　　　　　 ■直売所出荷者数　 ８,０００人（H22：6,569人）











農産物直売所の整備動向や運営支援等の効果を踏まえ、平成22年比40％増


の販売金額を目指す





農産物直売所の整備や出荷者に対する支援の強化の効果（1人当たりの販売額


概ね10％増）を踏まえ、70億円の販売に必要な出荷者数を確保する。





現地研修（栽培技術の指導）


























　


「担い手アンケート」結果から、この１０年間で将来農業を縮小しようと考えている農業者は府全体で36％であり、そのうち２割の農業者は耕作を放棄する意向であることがわかった。このままでは遊休農地が増加し良好な農空間の喪失が懸念される。一方、農作業委託を希望する農業者がおり、水稲を基幹作物とする地域ではその割合が高い。


こうしたことから、農業者がこれまでどおり営農を継続し、地域としてまとまった農業


を今後も維持していくために、地域の営農を支え補完する人材を確保するとともに、地域の


営農を支える仕組みづくりを支援する。





１．地域の営農を支える組織・仕組みづくりへの支援


○市町村が作成する、地域農業の方向性を示す「人・農地プラン」の策定支援


○先進事例情報の提供などを通じた、地域の農業者が求める組織・仕組みづくりに


向けた支援


　（組織・仕組み形態例）


水稲生産を継続するための作業受託経営体・支援組織


新規就農者を育てる地域農業者等で構成する支援組織�　　　 水稲以外の基幹作物における地域の農業者が求めている作業の受託システム


　


２．ＪＡによる受託推進に対する支援


○農業機械や施設の整備に対する支援


　○ＪＡが実施する受託組織の活動に対する指導助言





３．地域の特色ある農業の創造支援


　○大阪エコ農産物を活用した米のブランド化支援


　○都市住民とともに取り組む地域農業の活性化に向けた支援





４．府民参加の援農組織による地域農業への貢献


　○ぶどう塾の実施による援農隊メンバーの確保に向けた支援


　○各市町村での農業ボランティア活動の取り組み支援





【ターゲット層】


専業農家


兼業農家





（４）地域の営農を支える新たな担い手の育成・確保











【目標】 ■農作業受託面積　５００ha（H22：４０7ha）





これまでの経営耕地面積の減少率と、「担い手アンケート（P３６参照）」の結果を踏まえ、農業を縮小しようと考えている農業者が今後も耕作を継続していけるよう、必要な農作業受委託の拡大を目指す





田植え受託作業





都市住民との連携





ぶどう塾





























農業者の高齢化・後継者不足が進み遊休農地が増加傾向にある中、今後の新規就農者の確保や農空間の保全・活用を図るため、準農家制度により都市住民を新たな担い手として円滑に農業へ参入できるよう支援する。





１．準農家の参入促進


準農家が、地域の理解を得て地域との調和を図りながら、継続的に営農し農産物の販売ができるよう支援。





○準農家に貸し付ける農地の確保


○準農家候補者の募集、審査、登録


○農地利用権の設定に向けた支援





２．準農家の定着支援


○地域農業者と協働した参入希望者に


対する生産技術指導


○関係団体の意識啓発、関係団体との連携


による準農家の参入後の支援





※準農家制度：農地の有効利用と遊休化の未然防止・解消を図るため、農業経営基盤強化


促進法に基づく利用権設定により、一定水準の農業技術※１を持つ都市住民の


小規模農地※２での継続的な耕作と、生産物の販売を可能とする制度。





　※１ 一定水準の農業技術：農業に関する研修の受講、一定期間以上の農業従事、


長期間の市民農園での栽培経験等


※２ 小規模農地：市民農園規模(概ね3a)より大きく、各市町村が定めている自立した


農業経営に最低限必要となる農地面積（概ね20a～30a）未満の農地





【ターゲット層】


兼業農家


自給的農家等





（５）準農家制度の推進





【目標】 ■準農家数　10年間（H23～H32）の目標 130名





○目標策定時（H22時点）の考え方


　・H23年度より新規制度導入


　・準農家の目標“10年間で1３0名”以上の確保を目指す


　　３年間で40名　→　10年間で130名





現地説明会





準農家に関する説明会
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